
相続で土地、建物、株式などの財産を取

得した後、これらを譲渡した場合、譲渡所

得に所得税が課されます。この場合、相続

財産の譲渡に係る「取得費加算の特例」を

利用することにより譲渡した資産に対応す

る相続税額を取得費に加算し、譲渡所得を

減らすことができます。 

相続人の譲渡所得税の負担を軽減する制度 

この制度は、相続により財産を取得した

者が、納税資金の捻出などのため、相続財

産を売却しようとする場合、被相続人の取

得時から蓄積されたキャピタルゲインに課

税されることから、納税者の所得税負担に

配慮した調整措置として設定されています。 

適用要件は３つ 

この制度を利用する要件は次の３つです。 

① 相続または遺贈により財産を取得した
者であること。 

② その財産を取得した者に相続税が課税
されていること。 

③ その財産を、相続開始のあった日の翌日
から相続税の申告期限の翌日以後、３年

を経過する日までに譲渡していること。 

上場株式の譲渡で申告不要の選択に注意！ 

上場株式を譲渡した場合、申告分離課税

で申告するか、申告不要とするかを選択す

ることになりますが、先に申告不要を選択

したときは、後で「取得費加算の特例」を適

用した方が有利であることに気付いたとし

ても、既に申告不要で確定申告しているの

で更正の請求は難しくなります。 

租税特別措置法には、やむを得ない事情

がある場合に「取得費加算の特例」を認め

る宥恕規定があります。しかし、確定申告

で申告不要を選択したことだけでは、その

申告が計算の誤りや国税に関する法律の規

定に従っていなかったとされず、宥恕規定

の適用が認められなかった判例があります。 

相続空き家の特例とは重複できない 

相続で空き家を取得した後、譲渡した場

合、一定の要件を満たせば3000万円の特別

控除ができる「相続空き家の特例」を適用

できますが、適用した家屋と敷地に「取得

費加算の特例」は重複適用できません。 

なお、相続した土地に居住用家屋と倉庫

がある場合、被相続人の居住用家屋とその

家屋に対応する敷地の譲渡には「相続空き

家の特例」を適用し、「相続空き家の特例｣

が適用されない倉庫とその倉庫の敷地の譲

渡には「取得費加算の特例」を適用する使

い分けができます。 
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相続税額の取得費加算の特例 

上場株式の譲渡で申

告不要を選ぶと、取

得費加算は適用でき

ません。 
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